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(57)【要約】
【課題】簡素な構成にて、黒抜けを低減してＳ／Ｎの改
善された画像データを生成することが可能な超音波診断
装置を提供する
【解決手段】コヒーレンスファクタ算出部３０７ｃは、
複数の振動子によって得られた受信信号に基づき、イン
コヒーレントサムＩＳに対するコヒーレントサムＣＳの
割合であるコヒーレンスファクタＣＦを算出する。リミ
ッタ設定部３０８ｃ及びγ補正部３０９ｃは、コヒーレ
ンスファクタ算出部３０７ｃによって算出されたコヒー
レンスファクタＣＦに対して補正を行う。コヒーレンス
ファクタ乗算器３１０ｃは、リミッタ設定部３０８ｃ及
びγ補正部３０９ｃによって補正されたコヒーレンスフ
ァクタＣＦを係数として、整相加算後の受信信号に乗じ
ることによって、整相加算後の受信信号を補正する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の振動子にて、駆動信号によって被検体に向けて送信超音波を出力するとともに、
被検体からの反射超音波を受信して振動子毎に受信信号を得る超音波探触子と、前記振動
子毎の受信信号を整相加算する整相加算部と、整相加算後の受信信号に基づいて超音波診
断画像を表示するための画像データを生成する画像処理部と、を備えた超音波診断装置に
おいて、
　前記複数の振動子によって得られた受信信号に基づき、インコヒーレントサムに対する
コヒーレントサムの割合であるコヒーレンスファクタを算出するコヒーレンスファクタ算
出部と、
　前記コヒーレンスファクタ算出部によって算出されたコヒーレンスファクタに対して補
正を行うコヒーレンスファクタ補正部と、
　前記コヒーレンスファクタ補正部によって補正されたコヒーレンスファクタを係数とし
て、前記整相加算後の受信信号に乗じることによって、前記整相加算後の受信信号を補正
する信号補正部と、
　を備えたことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記複数の振動子はＮ個（Ｎは正整数）の振動子であって、
　前記コヒーレンスファクタ算出部は、基準となる任意の時間をｔとし、前記Ｎ個の振動
子のうちの任意の一の振動子をチャンネルｉとし、当該チャンネルｉに設定された遅延量
をΔｔｉとし、時間ｔに遅延量Δｔｉを加算した時間におけるチャンネルｉの受信信号を
Ｃｉ（ｔ＋Δｔｉ）としたとき、前記コヒーレンスファクタＣＦ（ｔ）を、次式（１）に
よって算出することを特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【数１】

 
【請求項３】
　前記コヒーレンスファクタ補正部は、前記コヒーレンスファクタが所定の下限値未満で
あるときに前記コヒーレンスファクタを前記下限値に補正するリミッタ部を含むことを特
徴とする請求項１又は２に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記コヒーレンスファクタ補正部は、前記コヒーレンスファクタを入力し、該入力した
コヒーレンスファクタに対応する出力値が得られるように前記コヒーレンスファクタを補
正するコヒーレンスファクタ変換部を含むことを特徴とする請求項１～３の何れか一項に
記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記コヒーレンスファクタ変換部は、前記入力したコヒーレンスファクタに対してγ乗
（０＜γ＜１）して前記出力値を得ることを特徴とする請求項４に記載の超音波診断装置
。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来、多数の振動子（トランスデューサ）を配列して備える振動探触子（プローブ）を
有し、生体等の被検体に対して超音波の送受信を行い、受信した超音波から得られた信号
に基づいて超音波画像データを生成し、これに基づく超音波画像を画像表示装置に表示す
る超音波診断装置が知られている。
【０００３】
　このような超音波診断装置においては、電子走査では同一反射物により反射された超音
波が振動子の配置により振動子毎に到達時間が異なることとなる。従来の超音波診断装置
では、この到達時間のずれを修正するために、振動子毎に受信した超音波をそれぞれ電気
信号として変換した後に整相加算処理を実施して、画像形成用の信号を生成することが行
われている。この整相加算処理は、振動子から幾何学的焦点距離に基づき、振動子毎（チ
ャンネル毎）に設定された遅延量だけ遅延補正をかけることにより、各信号の時間的なず
れを調整するものである。
【０００４】
　従来の超音波診断装置によれば、理想的には、全てのチャンネルから同一の信号が得ら
れるはずだが、被検体内における超音波の音速は必ずしも一定ではなく、実際の遅延量は
理論値とは異なる場合があり、全ての信号について正しく整相加算されるとは限らない。
そのため、Ｓ／Ｎの低い画像データが生成されることとなる。
【０００５】
　このような問題に鑑み、整相加算した信号の品質を示す指標としてコヒーレンスファク
タ（Coherence Factor）を求める手法が提案されている。このコヒーレンスファクタは、
インコヒーレントサム（Incoherent sum）に対するコヒーレントサム（Coherent sum）の
割合によって算出され、値が大きいほど、理想的に近い整相加算が行われた良質の信号で
あることが示される。反対に、値が小さいほど、整相加算において相当な誤差の生じた質
の低下した信号であることが示される。そして、このようにして求められたコヒーレンス
ファクタを、整相加算した信号に適用することで、信号の質に応じた重み付けが可能とな
り、アーチファクトが抑圧された、Ｓ／Ｎの改善された画像データを生成することができ
るようになる（例えば、非特許文献１）。
【０００６】
　ところが、単にコヒーレンスファクタによる重み付けを行って画像データを生成した場
合には、例えば、サイドローブやスペックル等のアーチファクトが表れた部分等、局所的
に重み付け量が極小となる結果、いわゆる黒抜けが生じ、不自然な超音波画像となって表
れてしまうことがある。これにより、読影者の誤診に結びつくことがあり、場面によって
は、不適切な超音波画像となってしまう。
【０００７】
　これに対し、従来の超音波診断装置において、上述したコヒーレンスファクタがより理
想的な値を示すようにフィードバックを行って、送受信時におけるチャンネル毎の遅延量
を調整するようにしたものがある（例えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００５／０２２８２７９号明細書
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】Pai-Chi Li, and Meng-Lin Li, Adaptive Imaging Using the Generali
zed Coherence Factor, IEEE Transactions on Ultrasonics, Ferroelectrics, and Freq
uency Control, Vol.50(2003), NO.2, pp.128-141
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１０】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の技術では、コヒーレンスファクタを利用してＳ
／Ｎの高い良質の画像データを生成することができるが、チャンネル毎に遅延量を調整す
るための回路構成等が必要であるため、構成が極めて複雑である。
【００１１】
　本発明の課題は、簡素な構成にて、黒抜けを低減してＳ／Ｎの改善された画像データを
生成することが可能な超音波診断装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　以上の課題を解決するため、請求項１に記載の発明は、複数の振動子にて、駆動信号に
よって被検体に向けて送信超音波を出力するとともに、被検体からの反射超音波を受信し
て振動子毎に受信信号を得る超音波探触子と、前記振動子毎の受信信号を整相加算する整
相加算部と、整相加算後の受信信号に基づいて超音波診断画像を表示するための画像デー
タを生成する画像処理部と、を備えた超音波診断装置において、
　前記複数の振動子によって得られた受信信号に基づき、インコヒーレントサムに対する
コヒーレントサムの割合であるコヒーレンスファクタを算出するコヒーレンスファクタ算
出部と、
　前記コヒーレンスファクタ算出部によって算出されたコヒーレンスファクタに対して補
正を行うコヒーレンスファクタ補正部と、
　前記コヒーレンスファクタ補正部によって補正されたコヒーレンスファクタを係数とし
て、前記整相加算後の受信信号に乗じることによって、前記整相加算後の受信信号を補正
する信号補正部と、
　を備えたことを特徴とする。
【００１３】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の超音波診断装置において、
　前記複数の振動子はＮ個（Ｎは正整数）の振動子であって、
　前記コヒーレンスファクタ算出部は、基準となる任意の時間をｔとし、前記Ｎ個の振動
子のうちの任意の一の振動子をチャンネルｉとし、当該チャンネルｉに設定された遅延量
をΔｔｉとし、時間ｔに遅延量Δｔｉを加算した時間におけるチャンネルｉの受信信号を
Ｃｉ（ｔ＋Δｔｉ）としたとき、前記コヒーレンスファクタＣＦ（ｔ）を、次式（１）に
よって算出することを特徴とする。
【数１】

 
【００１４】
　請求項３に記載の発明は、請求項１又は２に記載の超音波診断装置において、
　前記コヒーレンスファクタ補正部は、前記コヒーレンスファクタが所定の下限値未満で
あるときに前記コヒーレンスファクタを前記下限値に補正するリミッタ部を含むことを特
徴とする。
【００１５】
　請求項４に記載の発明は、請求項１～３の何れか一項に記載の超音波診断装置において
、
　前記コヒーレンスファクタ補正部は、前記コヒーレンスファクタを入力し、該入力した
コヒーレンスファクタに対応する出力値が得られるように前記コヒーレンスファクタを補
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正するコヒーレンスファクタ変換部を含むことを特徴とする。
【００１６】
　請求項５に記載の発明は、請求項４に記載の超音波診断装置において、
　前記コヒーレンスファクタ変換部は、前記入力したコヒーレンスファクタに対してγ乗
（０＜γ＜１）して前記出力値を得ることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、簡素な構成にて、黒抜けを低減してＳ／Ｎの改善された画像データを
生成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】超音波診断装置の外観構成を示す図である。
【図２】超音波診断装置の概略構成を示すブロック図である。
【図３】受信部の機能的構成を示すブロック図である。
【図４】整相加算部の機能的構成を示すブロック図である。
【図５】コヒーレンスファクタの入力値と出力値との関係を示すグラフである。
【図６】コヒーレンスファクタの入力値と出力値との関係を示すグラフである。
【図７】実施例１によって取得された画像を示す図である。
【図８】実施例２によって取得された画像を示す図である。
【図９】実施例３によって取得された画像を示す図である。
【図１０】実施例４によって取得された画像を示す図である。
【図１１】実施例５によって取得された画像を示す図である。
【図１２】実施例６によって取得された画像を示す図である。
【図１３】比較例１によって取得された画像を示す図である。
【図１４】比較例２によって取得された画像を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施の形態に係る超音波診断装置について、図面を参照して説明する。
ただし、発明の範囲は図示例に限定されない。なお、以下の説明において、同一の機能及
び構成を有するものについては、同一の符号を付し、その説明を省略する。
【００２０】
　本発明の実施の形態に係る超音波診断装置１００は、図１に示すように、超音波診断装
置本体１と超音波探触子２とを備えている。超音波探触子２は、図示しない生体等の被検
体に対して超音波（送信超音波）を送信するとともに、この被検体で反射した超音波の反
射波（反射超音波：エコー）を受信する。超音波診断装置本体１は、超音波探触子２とケ
ーブル３を介して接続され、超音波探触子２に電気信号の駆動信号を送信することによっ
て超音波探触子２に被検体に対して送信超音波を送信させるとともに、超音波探触子２に
て受信した被検体内からの反射超音波に応じて超音波探触子２で生成された電気信号であ
る受信信号に基づいて被検体内の内部状態を超音波画像として画像化する。
【００２１】
　超音波探触子２は、圧電素子からなる振動子２ａを備えており、この振動子２ａは、例
えば、方位方向（走査方向）に一次元アレイ状に複数配列されている。本実施の形態では
、例えば、１９２個の振動子２ａを備えた超音波探触子２を用いている。なお、振動子２
ａは、二次元アレイ状に配列されたものであってもよい。また、振動子２ａの個数は、任
意に設定することができる。また、本実施の形態では、超音波探触子２について、リニア
電子スキャンプローブを採用したが、電子走査方式あるいは機械走査方式の何れを採用し
てもよく、また、リニア走査方式、セクタ走査方式あるいはコンベックス走査方式の何れ
の方式を採用することもできる。
【００２２】
　超音波診断装置本体１は、例えば、図２に示すように、操作入力部１１と、送信部１２
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と、受信部１３と、画像生成部１４と、メモリ部１５と、ＤＳＣ（Digital Scan Convert
er）１６と、表示部１７と、制御部１８とを備えて構成されている。
【００２３】
　操作入力部１１は、例えば、診断開始を指示するコマンドや被検体の個人情報等のデー
タの入力などを行うための各種スイッチ、ボタン、トラックボール、マウス、キーボード
等を備えており、操作信号を制御部１８に出力する。
【００２４】
　送信部１２は、制御部１８の制御に従って、超音波探触子２にケーブル３を介して電気
信号である駆動信号を供給して超音波探触子２に送信超音波を発生させる回路である。送
信部１２は、例えば、クロック発生回路、遅延回路、パルス発生回路を備えている。クロ
ック発生回路は、駆動信号の送信タイミングや送信周波数を決定するクロック信号を発生
させる回路である。遅延回路は、駆動信号の送信タイミングを振動子２ａ毎に対応した個
別経路毎に遅延時間を設定し、設定された遅延時間だけ駆動信号の送信を遅延させて送信
超音波によって構成される送信ビームの集束を行うための回路である。パルス発生回路は
、所定の周期で駆動信号としてのパルス信号を発生させるための回路である。
　このように構成された送信部１２は、制御部１８の制御に従って、駆動信号を供給する
複数の振動子２ａを、超音波の送受信毎に所定数ずらしながら順次切り替え、出力の選択
された複数の振動子２ａに対して駆動信号を供給することにより走査を行う。本実施の形
態では、送信部１２は、１９２個の振動子２ａから連続するＮ個の振動子２ａ１～２ａＮ

を実際に使用する振動子として選択し、当該使用する振動子２ａ１～２ａＮにて超音波の
送信を行わせる。ここで、使用する振動子２ａ１～２ａＮをそれぞれチャンネル（ＣＨ）
１～Ｎということがある。なお、使用する振動子の数（開口数）は、フォーカス点の深度
に応じて可変させるが、一定であってもよい。
【００２５】
　受信部１３は、制御部１８の制御に従って、超音波探触子２からケーブル３を介して電
気信号の受信信号を受信する回路である。受信部１３は、図３に示すように、例えば、Ａ
ＭＰ（Amplifier）１３ａ、ＡＤＣ（Analog to Digital Converter）１３ｂ及び整相加算
部１３ｃを備えている。
【００２６】
　ＡＭＰ１３ａ（１３ａ１～１３ａＮ）は、受信信号を、使用する振動子２ａ１～２ａＮ

毎に対応した個別経路毎に、予め設定された所定の増幅率で増幅させるための回路である
。
　ＡＤＣ１３ｂ（１３ｂ１～１３ｂＮ）は、増幅された受信信号を所定周波数（例えば、
６０ＭＨｚ）にてサンプリングしてＡ／Ｄ変換する。ＡＤＣ１３ｂ１～１３ｂＮはそれぞ
れ、Ａ／Ｄ変換後の受信信号Ｓ１～ＳＮを整相加算部１３ｃに出力する。
【００２７】
　整相加算部１３ｃは、Ａ／Ｄ変換された受信信号Ｓ１～ＳＮに対してそれぞれ遅延時間
を与えて時相を整え、これらを加算（整相加算）する。整相加算部１３ｃは、整相加算さ
れた受信信号を、整相加算信号ＢＦとして画像生成部１４に出力する。
【００２８】
　より具体的には、整相加算部１３ｃは、図４に示すように、タイミング調整部３０１ｃ
、加算器３０２ｃ、乗算器３０３ｃ、乗算器３０４ｃ、加算器３０５ｃ、係数乗算器３０
６ｃ、コヒーレンスファクタ算出部３０７ｃ、リミッタ設定部３０８ｃ、γ補正部３０９
ｃ、コヒーレンスファクタ乗算器３１０ｃ、及び、スイッチＳＷ１～ＳＷ３を備えている
。
【００２９】
　タイミング調整部３０１ｃ（３０１ｃ１～３０１ｃＮ）は、基準時間ｔに対してチャン
ネル毎に定められた遅延量Δｔｉだけ遅延した受信信号が出力されるように、ＡＤＣ１３
ｂ１～１３ｂＮより入力された受信信号Ｓ１～ＳＮの出力タイミングをそれぞれ調整する
。
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このようにして、タイミング調整部３０１ｃ１～３０１ｃＮは、受信信号Ｓ１～ＳＮに対
してそれぞれ遅延時間を与えて時相を整える。
【００３０】
　加算器３０２ｃは、タイミング調整部３０１ｃ１～３０１ｃＮによって時相の調整され
た受信信号Ｓ１～ＳＮを加算し、その結果を出力する。
　本実施の形態では、以上のようにして、タイミング調整部３０１ｃ及び加算器３０２ｃ
により受信信号の整相加算を行う。ここで、整相加算後の受信信号φ（ｔ）については、
下記式（２）によって表すことができる。なお、下記式（２）において、ｔは基準時間を
表し、Δｔｉは、チャンネル１～Ｎのそれぞれに対応する遅延量を表し、Ｃｉ（ｔ＋Δｔ

ｉ）は、基準時間ｔから遅延量Δｔｉだけ遅延したタイミングにおける受信信号Ｓ１～Ｓ

Ｎの信号の大きさを表す。
【数２】

 
【００３１】
　乗算器３０３ｃは、加算器３０２ｃから出力された整相加算後の受信信号を二乗し、そ
の結果をコヒーレントサムＣＳとしてコヒーレンスファクタ算出部３０７ｃに出力する。
また、加算器３０２ｃから出力された整相加算後の受信信号は、コヒーレンスファクタ乗
算器３１０ｃにも出力される。
【００３２】
　一方、乗算器３０４ｃ１～３０４ｃＮは、タイミング調整部３０１ｃ１～３０１ｃＮか
ら出力された受信信号Ｓ１～ＳＮをそれぞれ二乗し、その結果をそれぞれ出力する。
　加算器３０５ｃは、乗算器３０４ｃ１～３０４ｃＮからの出力結果を加算し、その結果
を出力する。
　係数乗算器３０６ｃは、加算器３０５ｃからの出力結果を、使用する振動子の数で乗じ
、その結果をインコヒーレントサムＩＳとしてコヒーレンスファクタ算出部３０７ｃに出
力する。
【００３３】
　コヒーレンスファクタ算出部３０７ｃは、入力したコヒーレントサムＣＳとインコヒー
レントサムＩＳとからコヒーレンスファクタを算出し、その結果をコヒーレンスファクタ
ＣＦとして出力する。コヒーレンスファクタは、インコヒーレントサムに対するコヒーレ
ントサムの割合を示すものであり、整相加算後の受信信号が理想的であるか否かを示す指
標となるものである。すなわち、コヒーレンスファクタは、理想的な整相加算後の受信信
号に対する誤差の度合いを示すものである。本実施の形態では、以上のように構成されて
いるため、インコヒーレントサムＩＳ（ｔ）に対するコヒーレントサムＣＳ（ｔ）の割合
であるコヒーレンスファクタＣＦ（ｔ）を、下記式（３）によって求めることができる。
ここで、Ｎは使用する振動子の数（開口数）を示している。
【数３】
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【００３４】
　リミッタ部の一例としてのリミッタ設定部３０８ｃは、コヒーレンスファクタＣＦを入
力し、入力したコヒーレンスファクタＣＦが予め設定された下限値未満である場合には、
コヒーレンスファクタＣＦを下限値に補正して出力する。本実施の形態では、例えば、下
限値を「－１２ｄＢ」及び「－１８ｄＢ」の何れかに設定することができる。なお、下限
値については任意の値とすることができる。また、本実施の形態では、スイッチＳＷ１に
よってリミッタ設定部３０８ｃの機能のＯＮ／ＯＦＦを切り替えることができる。スイッ
チＳＷ１は、例えば、操作入力部１１によるユーザの設定操作にて切り替えが可能となっ
ている。これにより、ユーザは、場面に応じた補正をかけることが可能となっている。
【００３５】
　コヒーレンスファクタ変換部の一例としてのγ補正部３０９ｃは、コヒーレンスファク
タＣＦを入力し、入力値からこれに対応する出力値に変換して出力する。具体的には、γ
補正部３０９ｃは、入力したコヒーレンスファクタＣＦを入力値とし、これに対して補正
値（γ）をべき乗して出力値を得る。本実施の形態では、例えば、補正値（γ）を「γ＝
０．７５」及び「γ＝０．５」の何れかに設定することができる。なお、補正値（γ）は
上述したものに限定されないが、「０＜γ＜１」の範囲で設定するのが望ましい。
【００３６】
　ここで、リミッタ設定部３０８ｃによって下限が－１２ｄＢに制限されたコヒーレンス
ファクタＣＦを入力値とした場合の入力値と出力値との関係を図５に示し、リミッタ設定
部３０８ｃによって下限が－１８ｄＢに制限されたコヒーレンスファクタＣＦを入力値と
した場合の入力値と出力値との関係を図６に示す。図５及び図６中、それぞれ、横軸は入
力値を示し、縦軸は出力値を示す。また、図５及び図６中、それぞれ、Ａは、補正値（γ
）が「γ＝１．０」である場合、すなわち、γ補正部３０９ｃによる補正が行われない場
合の入力値と出力値との関係を示す。また、Ｂは、補正値（γ）が「γ＝０．７５」であ
る場合の入力値と出力値との関係を示す。また、Ｃは、補正値（γ）が「γ＝０．５」で
ある場合の入力値と出力値との関係を示す。
　このように、本実施の形態では、上述したようにして入力したコヒーレンスファクタに
対して補正値（γ）をべき乗することにより、入力したコヒーレンスファクタが小さいほ
ど出力値が大きくなるように値を持ち上げることができる。
【００３７】
　なお、本実施の形態では、コヒーレンスファクタに対して所定値をべき乗することで出
力値が非線形的に得られるように構成したが、例えば、コヒーレンスファクタに対して所
定値を乗じる等、入力値に対して出力値が線形的に得られるようにしてもよい。また、入
力値に対して出力値が一義的に定められたＬＵＴ（Look Up Table）等のテーブルを利用
する構成としてもよい。また、入力値に対して対数演算を実施して出力値が得られるよう
にしてもよい。また、入力値に対する出力値を、入力値毎に個別に設定できるように構成
してもよい。また、フォーカス点の深度に応じて入力値に対する出力値の関係を変更する
ようにしてもよい。
【００３８】
　また、本実施の形態では、スイッチＳＷ２によってγ補正部３０９ｃの機能のＯＮ／Ｏ
ＦＦを切り替えることができる。スイッチＳＷ２は、例えば、操作入力部１１によるユー
ザの設定操作にて切り替えが可能となっている。これにより、ユーザは、場面に応じた補
正をかけることが可能となっている。
【００３９】
　以上のように、リミッタ設定部３０８ｃ及びγ補正部３０９ｃは、コヒーレンスファク
タ補正部を構成する。
　なお、本実施の形態では、上述のようにしてリミッタ設定部３０８ｃ及びγ補正部３０
９ｃをそれぞれ選択的に機能させてコヒーレンスファクタの補正を行うように構成したが
、リミッタ設定部３０８ｃ及びγ補正部３０９ｃによる補正を必ず実施する構成としても
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よい。また、リミッタ設定部３０８ｃ及びγ補正部３０９ｃの何れか一方のみ設けられた
構成としてもよい。また、本実施の形態では、リミッタ設定部３０８ｃによってコヒーレ
ンスファクタの下限を制限した後に、γ補正部３０９ｃによる補正が行われるように構成
したが、γ補正部３０９ｃによる補正を行った後に、リミッタ設定部３０８ｃによるコヒ
ーレンスファクタの下限の制限が行われるようにしてもよい。
【００４０】
　信号補正部の一例としてのコヒーレンスファクタ乗算器３１０ｃは、加算器３０２ｃか
ら出力された整相加算後の受信信号に対して、コヒーレンスファクタ算出部３０７ｃ、リ
ミッタ設定部３０８ｃ又はγ補正部３０９ｃから出力されたコヒーレンスファクタＣＦを
係数として乗じ、その結果を整相加算信号ＢＦとして画像生成部１４に出力する。
　本実施の形態では、このようにして、整相加算後の受信信号に対して重み付けを行うこ
とができる。また、リミッタ設定部３０８ｃによるコヒーレンスファクタの下限の制限を
実施した場合には、受信信号に対する重み付け量が極めて小さくなるようなことが抑制で
きるので、受信信号の大きさをある程度確保することができ、ノイズ部分が抑圧されすぎ
ていわゆる黒抜けが発生するのを低減することができるようになる。また、γ補正部３０
９ｃによるコヒーレンスファクタの変換を行った場合には、コヒーレンスファクタが小さ
いほど持ち上がるように補正されるので、黒抜けの発生をより効果的に低減することがで
きるようになる。
【００４１】
　また、本実施の形態では、スイッチＳＷ３によってコヒーレンスファクタ乗算器３１０
ｃの機能のＯＮ／ＯＦＦを切り替えることができる。スイッチＳＷ３は、例えば、操作入
力部１１によるユーザの設定操作にて切り替えが可能となっている。すなわち、本実施の
形態では、整相加算部１３ｃは、整相加算後の受信信号に対して、コヒーレンスファクタ
による重み付けを行うか否かについて切り替え可能に構成されている。スイッチＳＷ３に
よりコヒーレンスファクタ乗算器３１０ｃの機能がＯＦＦとなった場合には、加算器３０
２ｃから出力された整相加算後の受信信号が整相加算信号ＢＦとして画像生成部１４に出
力される。これにより、ユーザは、場面に応じて、コヒーレンスファクタの適用の可否を
選択して超音波診断画像を取得することができるようになる。
【００４２】
　画像生成部１４は、図２に示すように、受信部１３からの整相加算信号ＢＦに対して包
絡線検波処理や対数増幅などを実施し、ダイナミックレンジやゲインの調整を行って輝度
変換することにより、Ｂモード画像データを生成する。すなわち、Ｂモード画像データは
、受信信号の強さを輝度によって表したものである。
【００４３】
　メモリ部１５は、例えば、ＤＲＡＭ（Dynamic Random Access Memory）などの半導体メ
モリによって構成されており、画像生成部１４から送信されたＢモード画像データをフレ
ーム単位で記憶する。すなわち、メモリ部１５は、フレーム単位により構成された超音波
診断画像データとして記憶することができる。そして、記憶された超音波診断画像データ
は、制御部１８の制御に従って、ＤＳＣ１６に送信される。
【００４４】
　ＤＳＣ１６は、メモリ部１５より受信した超音波診断画像データをテレビジョン信号の
走査方式による画像信号に変換し、表示部１７に出力する。
【００４５】
　表示部１７は、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）、ＣＲＴ（Cathode-Ray Tube）ディ
スプレイ、有機ＥＬ（Electronic Luminescence）ディスプレイ、無機ＥＬティスプレイ
及びプラズマディスプレイ等の表示装置が適用可能である。表示部１７は、ＤＳＣ１６か
ら出力された画像信号に従って表示画面上に超音波診断画像の表示を行う。なお、表示装
置に代えてプリンタ等の印刷装置等を適用してもよい。
【００４６】
　制御部１８は、例えば、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＲＯＭ（Read Only Mem
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ory）、ＲＡＭ（Random Access Memory）を備えて構成され、ＲＯＭに記憶されているシ
ステムプログラム等の各種処理プログラムを読み出してＲＡＭに展開し、展開したプログ
ラムに従って超音波診断装置１００の各部の動作を集中制御する。
　ＲＯＭは、半導体等の不揮発メモリ等により構成され、超音波診断装置１００に対応す
るシステムプログラム及び該システムプログラム上で実行可能な各種処理プログラムや、
各種データ等を記憶する。これらのプログラムは、コンピュータが読み取り可能なプログ
ラムコードの形態で格納され、ＣＰＵは、当該プログラムコードに従った動作を逐次実行
する。
　ＲＡＭは、ＣＰＵにより実行される各種プログラム及びこれらプログラムに係るデータ
を一時的に記憶するワークエリアを形成する。
【実施例１】
【００４７】
　以下、実施例により本発明をより詳細に説明するが、勿論本発明はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【００４８】
［実施例１］
　本実施の形態による超音波診断装置１００により、複数のワイヤーを有する所定のファ
ントムに対して超音波の送受信を行って得られた受信信号を整相加算し、整相加算後の受
信信号に対し、下限値が－１８ｄＢに設定されたコヒーレンスファクタを乗じて補正し、
これに基づいて画像化した。その画像を図７に示す。
【００４９】
［実施例２］
　同様に、下限値を－１８ｄＢとした上で、補正値（γ＝０．７５）をべき乗して得られ
た補正後のコヒーレンスファクタを整相加算後の受信信号に対して乗じて補正し、これに
基づいて画像化した。その画像を図８に示す。
【００５０】
［実施例３］
　同様に、下限値を－１８ｄＢとした上で、補正値（γ＝０．５）をべき乗して得られた
補正後のコヒーレンスファクタを整相加算後の受信信号に対して乗じて補正し、これに基
づいて画像化した。その画像を図９に示す。
【００５１】
［実施例４］
　同様に、整相加算後の受信信号に対し、下限値が－１２ｄＢに設定されたコヒーレンス
ファクタを乗じて補正し、これに基づいて画像化した。その画像を図１０に示す。
【００５２】
［実施例５］
　同様に、下限値を－１２ｄＢとした上で、補正値（γ＝０．７５）をべき乗して得られ
た補正後のコヒーレンスファクタを整相加算後の受信信号に対して乗じて補正し、これに
基づいて画像化した。その画像を図１１に示す。
【００５３】
［実施例６］
　同様に、下限値を－１２ｄＢとした上で、補正値（γ＝０．５）をべき乗して得られた
補正後のコヒーレンスファクタを整相加算後の受信信号に対して乗じて補正し、これに基
づいて画像化した。その画像を図１２に示す。
【００５４】
［比較例１］
　比較例１として、本実施の形態による超音波診断装置１００により、上述のファントム
に対して超音波の送受信を行って得られた受信信号を整相加算し、整相加算後の受信信号
に対するコヒーレンスファクタによる重み付けは行わず、これに基づいて画像化した。そ
の画像を図１３に示す。
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【００５５】
［比較例２］
　比較例２として、本実施の形態による超音波診断装置１００により、上述のファントム
に対して超音波の送受信を行って得られた受信信号を整相加算し、整相加算後の受信信号
に対してコヒーレンスファクタによる重み付けを行うが、下限値の設定及び補正値の適用
によるコヒーレンスファクタの補正は行わず、これに基づいて画像化した。その画像を図
１４に示す。
【００５６】
［結果］
　比較例２では、比較例１に比べ、ノイズが大きく抑圧されているので、分解能の高い画
像が得られている。また、比較例１による画像では、サイドローブが目立つ一方、比較例
２による画像ではサイドローブは抑圧されているが、コヒーレンスファクタが局所的に極
小となるため、抑圧の度合いが大きくなり、サイドローブ部分に黒抜けが発生している。
また、比較例２による画像では、特に深部における受信信号が微弱であるとともに、コヒ
ーレンスファクタも極小となるため、黒抜けが目立っている。
【００５７】
　これに対し、実施例１では、比較例２に比べ、深部における黒抜けがやや軽減された、
分解能の高い画像が得られた。さらに、実施例２及び３による画像では、黒抜けも大きく
減少した。特に実施例３による画像では、サイドローブ部分の黒抜けが目立たない程度と
なった。一方で、実施例１～３による画像によれば、補正値を小さくするほど、ノイズが
表れるようになることがわかった。
【００５８】
　また、実施例４～６による画像では、コヒーレンスファクタの下限が実施例１～３より
も高く設定されているので、サイドローブ部分や深部における黒抜けが実施例１～３によ
る画像よりもそれぞれ低減されている。
【００５９】
　以上説明したように、本発明の実施の形態によれば、超音波探触子２は、複数の振動子
２ａ１～２ａＮにて、駆動信号によって被検体に向けて送信超音波を出力するとともに、
被検体からの反射超音波を受信して振動子２ａ１～２ａＮ毎に受信信号を得る。整相加算
部１３ｃは、振動子２ａ１～２ａＮ毎の受信信号を整相加算する。画像生成部１４は、整
相加算後の受信信号に基づいて超音波診断画像を表示するための画像データを生成する。
コヒーレンスファクタ算出部３０７ｃは、複数の振動子２ａ１～２ａＮによって得られた
受信信号に基づき、インコヒーレントサムＩＳに対するコヒーレントサムＣＳの割合であ
るコヒーレンスファクタＣＦを算出する。リミッタ設定部３０８ｃ及びγ補正部３０９ｃ
は、コヒーレンスファクタ算出部３０７ｃによって算出されたコヒーレンスファクタＣＦ
に対して補正を行う。コヒーレンスファクタ乗算器３１０ｃは、リミッタ設定部３０８ｃ
及び／又はγ補正部３０９ｃによって補正されたコヒーレンスファクタＣＦを係数として
、整相加算後の受信信号に乗じることによって、整相加算後の受信信号を補正する。その
結果、コヒーレンスファクタを適用して整相加算後の受信信号の補正を行うので、Ｓ／Ｎ
の改善された画像データを生成することができる。また、コヒーレンスファクタの補正を
行うことにより、コヒーレンスファクタを適用することによって生じる黒抜けが低減され
た画像データを生成することができる。また、コヒーレンスファクタを補正することによ
り、実現可能であるので、複雑な回路構成を必要とせず、簡素な構成にて実現することが
できる。
【００６０】
　また、本発明の実施の形態によれば、リミッタ設定部３０８ｃは、コヒーレンスファク
タＣＦが所定の下限値未満であるときにコヒーレンスファクタＣＦを下限値に補正する。
その結果、コヒーレンスファクタが下限値未満にならないので、ノイズの抑圧をある程度
まで制限して黒抜けを緩和させることができる。
【００６１】
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　また、本発明の実施の形態によれば、γ補正部３０９ｃは、コヒーレンスファクタＣＦ
を入力し、入力したコヒーレンスファクタＣＦに対応する出力値が得られるようにコヒー
レンスファクタを補正する。その結果、コヒーレンスファクタを好ましい値に変更するこ
とができ、ユーザの所望とする画像データを得ることができるようになる。
【００６２】
　また、本発明の実施の形態によれば、γ補正部３０９ｃは、入力したコヒーレンスファ
クタＣＦに対してγ乗（０＜γ＜１）して出力値を得る。その結果、コヒーレンスファク
タが小さいほど持ち上がるように補正されるので、黒抜けの発生がより効果的に低減され
た画像データを得ることができるようになる。
【００６３】
　なお、本発明の実施の形態における記述は、本発明に係る超音波診断装置の一例であり
、これに限定されるものではない。超音波診断装置を構成する各機能部の細部構成及び細
部動作に関しても適宜変更可能である。
【００６４】
　また、本実施の形態では、受信信号をサンプリングしてＡ／Ｄ変換した後に整相加算を
行うようにしたが、Ａ／Ｄ変換を行わないで整相加算する構成であってもよい。
【符号の説明】
【００６５】
Ｓ　超音波診断装置
１　超音波診断装置本体
２　超音波探触子
２ａ　振動子
１３　受信部
１３ｃ　整相加算部
３０７ｃ　コヒーレンスファクタ算出部
３０８ｃ　リミッタ設定部
３０９ｃ　γ補正部
３１０ｃ　コヒーレンスファクタ乗算器
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